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終末期における患者の意思の尊重に関する法律案(仮称)修正案について
～疑問と要望～

DPI(障害者インターナショナル)日本会議

議長　三澤　了

　私たちDPI（障害者インターナショナル）日本会議は、障害種別を超えた当事者主体の88団体が加盟し、1986年の結成以来、自立と社会参加、権利保障を確立するための活動を進めてきています。近年は2006年に国連で採択された障害者権利条約の批准に向けて、内閣府に設置された障がい者制度改革推進会議などを通じて、さらにその取組みを強化してきました。とりわけ、どんなに重度の障害があっても地域での自立した生活の権利の実現を目指して活動を進めています。

　今回、発言の機会を頂きありがとうございます。

　障害があっても他の人々と同等の、当たり前の暮らしが出来ること、重い病気であっても、必要な医療や介護を受けながら、その人らしい尊厳ある生を保障することこそが、国の責任ではないでしょうか。

　しかしながら、これまでの歴史上、障害者は生存を脅かされ、厳しい差別と偏見、排除の中で過酷な生活を強いられてきました。21世紀の今日においてさえ、障害者の人権が確立したとは到底言える状況ではありません。また、これらの歴史に対する検証・総括もなされていません。そうした中、人間の生死に関わる重大な法制度が、国会に上程されようとしていることはとても認められものではありません。

　今回、あらためてお示し頂いた案に対して、以下、疑問と意見を述べさせて頂きます。
●１０の疑問

１．修正案２において、「延命措置の中止」も含めるとされていますが、３月のたたき台から変更した経緯を詳しく教えてください。

２．二つの修正案が示されていますが、議員連盟としてはどちらを採用しようと考えているのですか。

３．患者の意思の確認方法について、具体的にはどのように行うと考えていますか。

４．終末期の定義について、「死期が間近」と規定していますが、具体的にはどのような状態をさすのでしょうか。尊厳死協会の長尾副理事長も「終末期を定義することは困難」と発言されていますが、確実な判定は可能であるとお考えですか。【資料１　医療介護CBニュース】
５．現在の制度においては「医師の免責」は認められていないのでしょうか。

６．患者の意思の撤回はいつでも出来るとなっていますが、具体的にはどのような方法で行われるとお考えでしょうか。
７．国及び地方公共団体が、延命治療の不開始に関して国民への啓発を行うよう求めていますが、不開始は望ましいことであり、延命治療を行うことはそうではないとの考え方に基づくものでしょうか。不開始への誘導ではないかと思われますが、いかがでしょうか。

８．障害者等への配慮規定が盛り込まれましたが、ここでいう「障害者等」とは誰を示しているのでしょうか。現在、身体障害者手帳保持者のうち６割以上が高齢者ですが、何か区分けがされるのでしょうか。【資料２　障害者白書より】
９．第１３条で示されている「生命維持のための必要な措置」と第５条でいう「延命措置」とは異なるものでしょうか。共通する内容もあるとお考えでしょうか。

１０．現在、人工呼吸器、人工透析、人工栄養などによって、生活を営んでいる人々にとって、今回の法案がどのような影響を与えるとお考えでしょうか。

●要望

１．今回の法案(修正案も含む)は、人の生死に関わる重大な内容であるにもかかわらず、十分な議論が行われたとはいえません。まずは法案を撤回し、医療や福祉を必要とする多くの人々と真摯に向き合い、議論を重ねてください。

２．重い障害があっても、寝たきりになっても住み慣れた地域社会の中で暮らし続けることが出来るような、医療、福祉等の施策を拡充してください。
３．2009年に設置された障がい者制度改革推進会議、並びに同差別禁止部会で、「不幸な子どもの生まれない県民運動」や「優生保護法（1996年まで不良な子孫の出生防止規定・存続）」の問題が、ようやく取り上げられてきました。こうした優生思想に基づく歴史に関する検証・謝罪の取り組みを、国会が率先して行って下さい。【資料３　障がい者制度改革推進会議・差別禁止部会資料より】
　

